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資料７-１ 災害概況・被害状況即報、災害確定報告様式 
 

第４号様式（その１）                        

〔災害概況即報〕 

        消防庁受信者氏名           

 

災害名          （第  報） 

(注)第一報については、原則として、覚知後 30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告す

ること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告す

れば足りる こと。） 

報 告 日 時 年 月 日 時 分 

都 道 府 県  

市 町 村 名 

(消防本部名) 
 

報 告 者 名  

 

災

害 

の

概

況 

発生場所  発 生 日 時 月  日  時  分 

  

 

 

 

 

 

 

 

被

害 

の

状

況 

死傷者 

死 者 人 不明  人 
住  家 

全壊     棟 一部破損   棟 

負 傷 者 人 計   人 半壊     棟 床上浸水   棟 

 

 

 

 

 

 

応

急 

対

策

の

状

況 

災害対策本部等の 

設 置 状 況 

(都道府県) (市町村) 
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第４号様式（その２）〔被害状況即報〕 

都道府県 大 阪 府 区   分 被  害 

 

区   分 被  害 

災
害
対
策
本
部
等の
設
置
状
況 

都
道
府
県 

  
災害名 

・ 

報告番号 

災害名 

 

第    報 

（  月   日   時現在） 

そ

 

の

 

他 

田 
流失・埋没 ha   公 立 文 教 施 設  千円   

冠水 ha   農 林 水 産 業 施 設  千円   

畑 
流失・埋没 ha   公 共 土 木 施 設  千円   

市
町
村 

  

報告者名   冠水 ha   その他の公共施設  千円   

区分 被害 文 教 施 設 箇所   小 計 千円   

人
的
被
害 

死 者 人   病 院 箇所   公共施設被害市町村数 団体   

行方不明者 人   道 路 箇所    

そ
の
他 

農 業 被 害  千円   

負債 

者 

重傷 人   橋 り ょ う 箇所  林 業 被 害  千円   

軽傷 人   河 川 箇所   畜 産 被 害  千円   
災
害
救
助
法
適
用

 

市
町
村
名 

  

住
家
被

害 

全 壊 

棟   港 湾 箇所   水 産 被 害  千円   

世帯   砂 防 箇所   商 工 被 害  千円   

人   清 掃 施 設 箇所   
  

   

半 壊 

棟   崖 く ず れ 箇所      計          団体 

世帯   鉄 道 不 通 箇所   そ の 他  千円   消防職員出動延人数 人   

人   被 害 船 舶 隻   被 害 総 額  千円   消防団員出動延人数 人   

一 部 損 壊 

棟   水 道 戸   

備
考 

災害発生場所 

 

災害発生年月日 

 

災害の種類概況 

 

応急対策の状況 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

・災害ボランティアの活動状況 

世帯   電 話 回線   

人   電 気 戸   

床 上 浸 水 

棟   ガ  ス 戸   

世帯   ブロック塀等 箇所   

人       

床 下 浸 水 

棟   り 災 世 帯 数 世帯   

世帯   り 災 者 数  人    

人   

火災

発生 

建 物 件  

非住

家 

公 共 建 物 棟   危 険 物 件   

そ の 他 棟   そ の 他 件   

  
※被害額は省略することができるものとする。 
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第１号様式 〔災害確定報告〕 

都道府県 大 阪 府 区   分 被  害 

 

区   分 被  害 

災
害
対
策
本
部
等の
設
置
状
況 

都
道
府
県 

  災害名 

・ 

確定 

年月日 

災害名 

 

 

（  月   日   時確定） 

そ

 

の

 

他 

田 
流失・埋没 ha   公 立 文 教 施 設  千円   

冠水 ha   農 林 水 産 業 施 設  千円   

畑 
流失・埋没 ha   公 共 土 木 施 設  千円   

市
町
村 

  

報告者名   冠水 ha   その他の公共施設  千円   

区分 被害 文 教 施 設 箇所   小 計 千円   

人
的
被
害 

死 者 人   病 院 箇所   公共施設被害市町村数 団体   

行方不明者 人   道 路 箇所    

そ
の
他 

農 業 被 害  千円   

負債 

者 

重傷 人   橋 り ょ う 箇所  林 業 被 害  千円   

軽傷 人   河 川 箇所   畜 産 被 害  千円   
災
害
救
助
法
適
用

 

市
町
村
名 

  

住
家
被

害 

全 壊 

棟   港 湾 箇所   水 産 被 害  千円   

世帯   砂 防 箇所   商 工 被 害  千円   

人   清 掃 施 設 箇所   
  

   

半 壊 

棟   崖 く ず れ 箇所      計          団体 

世帯   鉄 道 不 通 箇所   そ の 他  千円   消防職員出動延人数 人   

人   被 害 船 舶 隻   被 害 総 額  千円   消防団員出動延人数 人   

一 部 損 壊 

棟   水 道 戸   

備
考 

災害発生場所 

 

災害発生年月日 

 

災害の概況 

 

消防機関の活動状況 

 

その他（避難の勧告・指示の状況） 

世帯   電 話 回線   

人   電 気 戸   

床 上 浸 水 

棟   ガ  ス 戸   

世帯   ブロック塀等 箇所   

人       

床 下 浸 水 

棟   り 災 世 帯 数 世帯   

世帯   り 災 者 数  人    

人   
火災

発生 

建 物 件  

非住

家 

公 共 建 物 棟   危 険 物 件   

そ の 他 棟   そ の 他 件   

  
※被害額は省略することができるものとする。 
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資料７-２ 地すべり、急傾斜地災害報告様式 

 

 

 

市 町 村 名 （ ） 第 報 （ 月 日

郡 町

市 村

発 生 日 時 月 日 時

mm 月 日 時～ 月 日

mm

mm

自然斜面 人口斜面

H＝ ｍ H＝ ｍ

拡大の見込 有 無

保全対象
人家戸数

戸

高さ ｍ 巾 ｍ

面積 ㎡ 勾配 度

その他

名 名 名

戸 戸 戸

応 急 対 策

備 考

受 信 者 月 日 時

傾斜の種類

崩壊の状況

被害の状況

適用法律の
施行状況

最大時間雨量

その他の概況

日雨量

連続雨量

その他の概況

死者・負傷者等

住宅被害

公共的建物被害

その他の建物被害

死 者

全 壊

行 方 不 明 者

半 壊

崩壊又は流出土砂量

概況平面図 横断図

負傷者

一部破損

時現在）

災害対策基本法防災計画区域

時（観測所）

異常気象名

災　　害　　報　　告

場 所

原 因

ふりがな

区域名

旧住宅地造成事業に関する法律の適用区
域

宅造基準条例の適用区域

地すべり防止区域（建・林・農）

砂防指定地

保安林

有無

都市計画法に基づく開発許可制度の適用
区域

宅地造成工事規制区域

有無法　　　　令　　　　等 法　　　　令　　　　等

急傾斜地崩壊危険実態調査箇所　地帯番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　箇所番号

急傾斜地法適用区域

建築基準法による災害危険区域

その他

送信者氏名 受信者氏名

大字



 

 

資
料

-90 

 

資料７-３　土石流災害報告様式

川 川 ( 月 日 時) ( 月 日 時) ( 月 日 時)

市 町 人 人 人

区 人 人 人

群 村 人 人 人

令和 年 月 日 時 戸 戸 戸

戸 戸 戸

戸 戸 戸

㎜( 月 日 時 ～ 月 日 時） 戸 戸 戸

㎜( 月 日 時 ～ 月 日 時） 戸 戸 戸

㎜( 月 日 時 ～ 月 日 時） 戸 戸 戸

)

k㎡ 年

㎡

㎥

ｍ （ 有 ・ 無 ） 年 月

1 ／

（ 有 ・ 無 ） 年 月

（ 有 ・ 無 ）

（ 有 ・ 無 ）

（ 月 日 時 分）

（ ） （ 有 ・ 無 ）

（ 有 ・ 無 ）

（ 月 日 時 避難 ）

（ 人 ）

Ｍ

Ｔ

Ｓ

）

発信

川水系

被
　
　
　
害
　
　
　
状
　
　
　
況 公共土木施設被害は、流

出、破損、埋没等の注釈
を加えること。

その他

一般被害額

河川

受信

渓 流 名

備　　　　　　考

(緊　　急　・　災害緊急）

担当者氏名

概 況 平 面 図　　　　　・土砂の氾濫、堆積、浸水状況等を明示する。
　　　　　　　　　　　　　　 ・避難経路については実際の避難路と地域防災計画に記載されている経路を合わせて記入する。
　　　　　　　　　　　　     ・既砂防設備、指定地等を明示する。

緊急砂防又は 災害関連

緊急砂防要望の有無

事業費（ 千円）ｍ）ダム高（

道路

死者

行方不明

負傷者

全壊・流出

半壊

千円

千円公共土木施設被害

有　　　　　　　　　　　無

第１報 第２報 第３報

建
物
被
害

（
人

）

人
的
被
害

床上浸水観測所名

連続雨量

大字

８．都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域

住
　
　
家

非住家

一部破損

鉄道

橋梁

施
設
被
害

公
共
土
木

最大時間雨量

時間雨量（

その他Ａ Ｂ Ｃ

10．その他（

７．住宅造成工事規制区域

)、渓流番号(

床下浸水

農地被害

最大日雨量

その他の概要

㎜）

（雨量状況調書又は積雪・融雪状況調書に記載する）

土石流危険渓流名(

発令者

住民の自主的避難

避難人員

避難基準雨量の設定

（令和

６．建築基準法による災害危険区域

危険渓流の表示板設置

記載）

記載）

避難場所、経路の記載

（令和

連続雨量（

㎜/hr）

２．地すべり防止区域　（　建　　・　　林　　・　　農　）

３．急傾斜地崩壊危険区域

１．砂防指定地 年指定）

河 川 名

農　地

人　　　口　　人

世帯、

避難勧告・指示

（水系級数：1級、2級、その他）

（　土石流　　・　　土砂流　）

公共

応急工事

気
象
状
況

土
砂
流
失
状
況

対
策

保
全

応
急
対
策

土砂の流出形態

渓流流域面積

氾濫面積

発令日時

地積粒径(最大)

渓床縦断勾配

流出土砂量

面　　　       積

人家戸数　　戸

施設

（
該

当

す

る

も
の

に

○

印

つ

け

る

）

適

 

用

 

法

 

令
 

等

発生日時

異常気象名

場　　　所

４．保安林

５．河川区域　（　一級　・　二級　・　準用　・　普通　）

調 査 年

危 険 度

危険渓流の地域防災計画（市町村）への記載

９．国有林　・　民有林
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資料７-４　土砂災害及び警戒避難体制記録

4. 降雨、体制、被災の時系列図

（ ）

（ ）

( ）

( ）

（ ）

1. 内容の表示

2. 避難情報の伝達

3. 予見と生起実態

6. 最後のまとめ

5. 避難状況

大 雨 注 意 報

大 雨 警 報

予 見 情 報

（ 様 式 ３ ）

避 難 勧 告

停止域土石流の発生域 流過域

交流名 コード№河川

町村 字

日まで

コード№

人災数

救助活動者被

C D

訓練 回

連絡調整不備

人 人

居残者被災数 避難者被災数

B

過去に体験あり

熟　　　練　　　者

人

居残数

11A

12A

13A

一 般 天 気 予 報

水系

群

令和 年

A

人

項  目

カテゴリ

降 雨 量 亀 裂 、 音 響
山 崩 れ の
肉 眼 認 知

土 砂 流 の
肉 眼 認 知

天然ダムの出現

の　 有   無 県災害対策本部の設置

A E

64C

初めての体験

避難者数

510C 開設機関 　 　月　　 日～　　 月　 　日

511D 人収容能力

一般住民　その他

人
水防団員

認定の有無

寝具の有無 電話の有無 救助用具

　510B

認定済

災害救助法 自衛隊出動

初めての体験

区　　　　長 自治会長 消防団員

59A

59B

種      類

保管場所

56A

57A (避難経路の計画と実態等、その他）

消防署員 消防団員
市町村の

要因
水防団員 宿の主人 区長・住民

時刻　　　月　　　日　　　時　　　分
その他

人

　　　月　　日　　時　　分～　　時　　分

高　　　　台

人

B C D E F

42

人 人 人

A

ヘリコプターそ　の　他

人

担　　　　架 背負う 乗　用　車 救　急　車

人 人 人人 人

カテゴリ

乗　用　車 救　急　車 ヘリコプターそ　の　他集団で徒歩

人

個別に徒歩

　日時分

E

避 難 技 術 の

習 熟 度 （ 経 験 ）

避難指導の習熟度

救 助 活 動 の 主 体

避難場所の認定

避難施設の規格

避 難 の 成 功 度

(人　　　　　数）

C

優先放送・電 話

戸 別 訪 問

58

伝 達 方 法

有線放送・電 話
戸別訪問・警報車

有線放送・電 話
戸別訪問・警報車

発 令 者

発 令 時 刻

ラ ジ オ ・ テ レ ビ

C D

　日時分

　日時分

通報担当者通報
の 最 終 時 刻

中 間 経 由 者

　日時分

時
間
雨
量

月 日より

市町村

累
加
雨
量

B

B 基準雨量のＴＡの説明

住 民

気 象 通 報 被 災 歴 警 報 装 置 河川水位の異常 近隣の被災状況

　日時分

51

52

53

54

県 市 町 村

土 石 流 山 崩 れ （崩 壊） 堆 積 物 の 移 動

　日時分

住民の自主的な
避難 Ｔ６

　日時分

B

地区の最終受信
者 受 信 時 刻

避 難 命 令

　日時分 　日時分

E

35 予 見 時 刻

大 雨 注 意 報
大 雨 警 報 Ｔ １

土砂災害に関す
る予見情報 Ｔ２

警戒体制あるい
は待機勧告Ｔ３

　日時分

　日時分

消 防 団

　日時分 　日時分

26

27

56

57

　日時分

避
　
　
難
　
　
実
　
　
態

　日時分

22

　日時分

34 予 見 書

31 予 見 し た 現 象

32
避難を決意した
諸 兆 候

33
避難を決意した
諸 兆 候

23

24

25

11

13

12

21

場 所

避難を決意した
情 報 の 種 類

カテゴリ

項  目

カテゴリ

項  目

避難の指導者

避難時刻

（開始～修了）

水 防 警 報

記　　　　　　　　　事

55

避難方法（人数）

一時避難場所

適用の有無

（集合場所）

避難用具の

整備状況

最終避難場所

計画避難の指導者

項  目

民　　　　家

D

64

老・幼・病の移送

（人数）　（誘導）

62

63

59

510

61

避
 

難
 

計
 

画
511

記 載 内 容 が

生 じ た 日

渓 流 の 状 況

（勾　  　　配）

有線放送・電 話
戸別訪問・警報車
サ イ レ ン ・ ヘ リ

　日時分

日 時 分

有線放送・電 話

戸別訪問・警報車

予 見 で き ず

水 防 団

ヘリコプター

35A

情 報 の 種 類

避難勧告 Ｔ
４

避難指令あるい
は命令 Ｔ５

A B

有線放送・警報車

　日時分
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資料７-５ 災害救助法の適用基準について 

 

災害救助法は、災害が発生するおそれ、又は被害が次のいずれかに該当するときに適用される。 

 

１ 住家が滅失した世帯数が当該市町村（大阪市・堺市又は大阪市・堺市の区）の区域内の人口に応じ、

次の世帯数以上であること 

【法施行令第１条第１項第１号】 

 

市 町 村 の 区 域 内 の 人 口 住家滅失世帯数 

５，０００人未満 

５，０００人以上          １５，０００人未満 

１５，０００人以上          ３０，０００人未満 

３０，０００人以上          ５０，０００人未満 

    ５０，０００人以上        １００，０００人未満 

１００，０００人以上        ３００，０００人未満 

  ３００，０００人以上 

３０世帯 

        ４０世帯 

    ５０世帯 

    ６０世帯 

    ８０世帯 

   １００世帯 

   １５０世帯 

 

２ 府の区域内の住家が滅失した世帯数が、２，５００世帯以上であって、当該市町村（大阪市・堺市に

あっては大阪市・堺市又は大阪市・堺市の区）の区域内の住家が滅失した世帯数が、その人口に応じ、

次の世帯数以上であること 

【法施行令第１条第１項第２号】 

 

市 町 村 の 区 域 内 の 人 口 住家滅失世帯数 

５，０００人未満 

５，０００人以上          １５，０００人未満 

１５，０００人以上          ３０，０００人未満 

３０，０００人以上          ５０，０００人未満 

    ５０，０００人以上        １００，０００人未満 

１００，０００人以上        ３００，０００人未満 

  ３００，０００人以上 

１５世帯 

        ２０世帯 

    ２５世帯 

    ３０世帯 

    ４０世帯 

    ５０世帯 

    ７５世帯 

 

３ 府の区域内の住家が滅失した世帯数が、１２，０００世帯以上であって、当該市町村（大阪市にあっ

ては大阪市又は大阪市の区）の区域内の住家が滅失した世帯数が多数であること 

【法施行令第１条第１項第３号前段】 

 

４ 災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく困難とする、内閣府

令で定める特別の事情がある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失したものであること 

【法施行令第１条第１項第３号後段】 
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５ 災害が発生し、多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であって、内

閣府令で定める基準に該当するとき 

【法施行令第１条第１項第４号後段】 

 

（注）住家滅失世帯数の算定基準 

① 半壊又は半焼する等著しく損傷した世帯は、２世帯をもって住家滅失１世帯とする。 

② 床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住困難な世帯は、３世帯をもって住家 

滅失１世帯とする。 

 

６ 災害が発生するおそれがある場合において、国に災害対策基本法に規定する災害対策本部が設置さ

れ、当該本部の所管区域が告示されたときは、都道府県知事は、当該所管区域内の市町村の区域内にお

いて当該災害により被害を受けるおそれがあり、現に救助を必要とする者がいるとき 

 

 

 

災害救助法適用基準（市町村別） 

 

国勢調査実施年度（平成 27年度） 

 
 

① ２号適用がなされる場合は、大阪府の区域内における被害世帯総数が２５００世帯以上であることが要件である。 

② ３号適用がなされる場合は、大阪府の区域内における被害世帯総数が１２０００世帯以上であり、当該市町村区域

内の被害世帯が多数発生していることが要件である。 

また、災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める

特別の事情がある場合で、かつ多数の世帯が滅失していることが要件である。 

③ ４号適用がなされる場合は、多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であって、内閣

府令で定める基準に該当することが要件である。 

 

 

  

１号適用 ２号適用 ３号適用 ４号適用

100,966 41,566 100 50泉 佐 野 市

適用市区町村チェック欄
市　区　町　村　名 人口（人） 世帯数（戸）

１号適用
基準世帯数（戸）

２号適用
基準世帯数（戸）
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資料７-６ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間早見表 

 

救助の種類

避難所の供与

1

2

応急仮設住宅の
供与

1

2

3

1

2

炊き出しその他
による食品の給
与

1

2

避難所に収容さ
れた者
住家が被害を受
け、自宅におい
て炊事できない
者

飲料水の供給

1

1

2

1

2

１人
世帯

２人
世帯

３人
世帯

５人
世帯

６人以上
１人増す

ごとに
加算

夏
円

18,800
円

24,200
円

35,800
円

54,200
円

7,800

冬 31,200 40,400 56,200 82,700 11,400

夏 6,100 8,300 12,400 19,000 2,600

冬 10,000 13,000 18,400 27,600 3,600

被服、寝具その
他生活必需品の
給与又は貸与

災害発生の日から
7日以内

災害発生の日から
7日以内

災害発生の日から
10日以内

夏季（4月～9月）冬季
（10月～3月）の季別は
災害発生の日をもって
決定する。
下記金額の範囲内

　現に飲料水を得る
ことのできない者
(飲料水及び炊事
のための水であるこ
と)

　全半壊(焼)、流
失、床上浸水等に
より、生活上必要な
被服、寝具、その他
生活必需品を喪
失、又はき損し、直
ちに日常生活を営
むことが困難な者
(世帯単位)

区分

全壊
全焼
流失

半壊
半焼

床上浸水

対象 費用の限度額 備考

備蓄物資の価格は年度
当初の評価額
現物給付に限ること

期開

災害発生の日から
7日以内

災害発生の日から
20日以内着工

費用は、避難所の設置、
維持及び管理のための
賃金職員等雇上費、消
耗器材費、建物等の使
用謝金、借上費、又は購
入費、光熱水費並びに
仮設便所等の設置費を
含む。
避難に当たっての輸送
費は別途計上

高齢者等の要援護者等
を数人以上収容する「福
祉仮設住宅」を設置でき
る。
供与期間最高2年以内
民間賃貸住宅の借り上
げによる設置も対象とす
る。

食品給与のため総経費
を延給食日数で除した金
額が限度額以内であれ
ばよい。
（1食は1/3日）

輸送費、人件費は別途
計上する。

規格は、地域の実情、
世帯構成等に応じて設
定する。
限度額1戸当たり
5,714,000円以内
同一敷地内等に概ね
50戸以上設置した場合
は、集会等に利用する
ための施設を設置でき
る。（規模、費用は別に
定めるところによる）

65,700

15,100

21,900

　災害により現に被
害を受け、又は受け
るおそれのある者を
収容する。

　（基本額）
　避難所設置費
　　1人1日当たり
　　　　330円以内

　高齢者等の要援護者等
を収容する「福祉避難所」
を設置した場合、当該地
域における通常の実費を
支出でき、上記を超える額
を加算できる。

　住家が全壊、全
焼又は流出し、居
住する住家がない
者であって、自らの
資力では住宅を得
ることができない者

当該地域における通常の
実費

1人1日
　1,160円以内

４人
世帯

円
42,800
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救助の種類 期開

医療

1

2

3

救護班
使用した薬剤、治療材
料、医療器具破損等の実
費
病院又は診療所
社会保険診療報酬の額以
内
施術者
協定料金の額以内

災害発生の日から14
日以内

助産

1

2

救護班等による場合は、
使用した衛生材料等の実
費
助産師による場合は慣行
料金の100分の80以内の
額

分べんした日から7日
以内

災害にかかった者
の救出

1

2

現に生命、身体が危険な
状態にある者
生死不明な状態にある者

災害発生の日から3日
以内

1

2

期間内に生死が明らかに
ならない場合は、以後「死
体の捜索」として取り扱う。
輸送費、人件費は、別途
計上する。

災害にかかった住
宅の応急修理

1

2

住家が半壊（焼）し、自ら
の資力により応急修理を
することができない者
大規模な補修を行わなけ
れば居住することが困難
である程度に住家が半壊
（焼）した者

災害発生の日から3ヵ
月以内

生業に必要な資金
の貸与

1

2

住家が全壊(焼)又は流失
し、生業の手段を失った
世帯主で、
具体的な事業計画があ
り、生業の見込みが確実
であること
償還能力を有すること

災害発生の日から1ヵ
月以内

学用品の給与

1

2

教科書費
ア 小学校児童及び中学
校生徒
　教科書の発行に関する
臨時措置法（昭和23年法
律第132号）第2条第1項に
規定する教科書及び教科
書以外の教材で、教育委
員会に届け出、又はその
承認を受けて使用するもの
を給与するための実費
イ 高等学校等生徒
　正規の授業で使用する
教材を給与するための実
費

文房具及び通学用品は次
の金額以内
　小学校児童
　　1人
　　　4,500円以内
　中学校生徒
　　1人
　　　4,800円以内
　高等学校生徒
　　1人
　　　5,200円以内

災害発生の日から(教
科書)
　1ケ月以内
(文房具及び通学用
品)
　15日以内

1
2

備蓄物資は評価額。
入進学時の場合は、個々
の実情に応じ支給する。

住家の全壊、全焼、流失、
半壊、半焼又は床上浸水に
より学用品を喪失又は損傷
し、修学上支障のある小学
校児童、中学校生徒及び高
等学校等
生徒、中等教育学校の後期
課程、特別支援学校の高等
部、高等専門学校、専修学
校及び各種学校の生徒

対象 費用の限度額

　当該地域における通常の
実費

　居室、炊事場及び便所等
日常に必要最小限度の部分
　1世帯当り
　　　595,000円以内
　（半壊又は半焼に準ずる程
度の損傷により被害を受けた
世帯：300,000円）
　【生業費】
　30,000円以内/1件
　【就職支度金】
　15,000円以内/1件
　貸付期間：2年以内
　利子：無利子

　医療の途を失った者
　(応急的処置)

　災害発生の日以前又は以
後7日以内に分べんした者
であって災害のため助産の
途を失った者（出産のみなら
ず、死産及び流産を含み現
に助産を要する状態にある
者）

　患者等の移送費は、別途
計上する。

　妊婦等の移送費は、別途
計上する。

　生業を営むために必要な
機械、器具又は資材を購入
する費用に充てるための資
金とする。

備考
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救助の種類 対象 費用の限度額 期開

理葬

　災害の際死亡した者を対
象にして実際に埋葬を実
施する者に支給

　大人
　(12歳以上)
　　　215,200円以内
　小人
　(12歳未満)
　　　172,000円以内

災害発生の日から10日以内

死体の捜索

　行方不明の状態にあり、
かつ、周囲の事情によりす
でに死亡していると推定さ
れる者

当該地域における通常の
実費

災害発生の日から10日以内 1

2

輸送費、人夫賃は、別途計
上する。
災害発生後3日を経過したも
のは一応死亡したものと推
定している。

死体の処理

　災害の際死亡した者に
ついて、死体に関する処
理（埋葬を除く）をする。

　(洗浄、消毒等)
　　1体当り3,500円以内
　＜一時保存＞
　既存建物利用の場合
　通常の実費
　既存建物以外
　　1体当り5,400円以内
　＜検案＞
　救護班以外は慣行料金

災害発生の日から10日以内 1
2

3

検案は原則として救護班
輸送費、人件費は別途計上
する。
死体の一時保存にドライア
イスの購入等が必要な場合
は当該地域における通常の
実費を加算できる。

障害物の除去

　居室、炊事場、玄関等に
障害物が運びこまれている
ため生活に支障をきたして
いる場合で自力では除去
することのできない者

　1世帯当り
　　137,900円以内

災害発生の日から10日以内

輸送費及び賃金職
員等雇上費

1 被災者の避難
2 医療及び助産
3 被災者の救出
4 飲料水の供給
5 死体の捜索
6 死体の処理
7 救済用物資の整理配分

　当該地域における通常の
実費

救助の実施が認められる期
間以内

実費弁償
救助業務従事者の区分 時間外勤務手当

医師及び歯科医師 22,500
薬剤師 16,600
保健師、助産師、看護師
及び准看護師

17,500

診療放射線技師、臨床検
査技師、臨床工学技士及
び歯科衛生士

16,600

救急救命士 14,100
土木技術者及び建築技術
者

15,200

大工 21,700
左官 23,000
とび職 24,800

政令第4条第５号
から第10号までに
掲げる者

日当

業者のその地域における慣行料金による支出実績に、手数料としてその100分の３に相当する額を加算した額の範
囲内

※この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、厚生労働大臣に協議し、その同意を得た上で、救助の
程度、方法及び期間を定めることができる。

政令第4条第１号
から第４号までに掲
げる者

日当の額を七・七五で除し
て得た額を勤務時間一時間
当たりの給与額として職員の
給与に関する条例(昭和四
十年大阪府条例第35号)第
21条第2項の規定により算定
した額以内

職員の旅費に関する条例(昭
和四十年大阪府条例第三十
七号)による指定職等の職務
にある者以外の者の額相当額
以内

備考

　災害発生の日以前に死亡し
た者であっても対象となる。

旅費
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資料７-７ 激甚災害及び局地激甚災害指定基準 

                                                                       

 
１．激甚災害指定基準 
 
激甚災害に対処するための特別の財政援助等の措置を行う必要がある災害の指定基準 

                （昭和 37年 12月７日、中央防災会議決定指定基準） 
 

      激甚災害指定基準         適 用 す べ き 措 置                     

激甚法２章（公共土木施設災害復旧事業等に
関する特別の財政援助） 

   次のいずれかに該当する災害 
 （Ａ基準） 
  事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当 
該年度の標準税収入総額×100分の 0.5 
 （Ｂ基準） 
  事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当 
該年度の標準税収入総額×100分の 0.2 
  かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 
１以上あるもの 
  １ 都道府県負担事業の事業費査定見込額＞当該 

都道府県の当該年度の標準税収入総額×100分 
の 25 

  ２ 一の都道府県内の市町村負担事業の事業費査 
定見込総額＞当該都道府県内全市町村の当該年 
度の標準税収入総額×100分の 5 

激甚法５条（農地等の災害復旧事業等に係る
補助の特別措置） 

   次のいずれかに該当する災害 
 （Ａ基準） 
   事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定 
額×100分の 0.5 
 （Ｂ基準） 
   事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定 
額×100分の 0.15 
   かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 
１以上あるもの 
  １ 一の都道府県内の事業費査定見込額＞当該都 

道府県の当該年度の農業所得推定額×100分の４ 
  ２ 一の都道府県内の事業費査定見込額＞10億円 

激甚法６条（農林水産業共同利用施設災害復
旧事業費の補助の特例） 

  次の１又は２の要件に該当する災害。ただし、当 
該施設に係る被害見込額 5,000万円以下と認められ 
る場合は除外 
  １  激甚法５条の措置が適用される激甚災害 
  ２  農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得額 
   推定×100分の 1.5であることにより激甚法８条 

の措置が適用される激甚災害 
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激甚法８条（天災による被害農林漁業者等に
対する資金の融通に関する暫定措置の特例） 

  次のいずれかに該当する災害。ただし、災害の状 
態によりその必要なしと認められるものは除外。 
 （Ａ基準） 
   農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額 
 ×100分の 0.5 
 （Ｂ基準） 
   農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額 
 ×100分の 0.15 
  かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上ある 
もの一の都道府県内の当該災害に係る特別被害農業 
者数＞当該都道府県内の農業を主業とする者の数× 
100分の３ 

 

      激甚災害指定基準         適 用 す べ き 措 置                     

激甚法 11条の２（森林災害復旧事業に対
する補助） 

  次のいずれかに該当する災害 
 （Ａ基準） 
   林業被害見込額（樹木に係るものに限る。以下同じ。） 
＞当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額 
 ×100分の５ 
 （Ｂ基準） 
   林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材 
生産部門）推定額×100分の 1.5 
   かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以 
上あるもの 
  １ 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該都道府県 

の当該年度の生産林業所得（木材生産部門）推定額 
   ×100分の 60 
  ２ 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該年度の全 

国生産林業所得（木材生産部門）推定額×100分の１ 

激甚法 12条、13条、15条（中小企業信用
保険法による災害関係保証の特例等） 

  次のいずれかに該当する災害 
 （Ａ基準） 
   中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推 
定額（第２次産業および第３次産業国民所得×中小企業 
付加価値率×中小企業販売率の推計。以下同じ｡）×100  
分の 0.2 
 （Ｂ基準） 
   中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推 
定額×100分の0.06 
  かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 
  一の都道府県内の当該災害に係る中小企業関係被害額 
＞当該年度の当該都道府県の中小企業所得推定額×100分 
の 2 
ただし、火災の場合または激甚法 12条の適用がある場 

合の全国中小企業所得推定額に対する中小企業関係被害 
額の割合は、被害の実情に応じ特例措置が講ぜられるこ 
とがある。 

激甚法 16条（公立社会教育施設災害復旧
事業に対する補助）、17条、18条（私立学
校施設災害復旧事業の補助等）、19条（市
町村施行の感染症予防事業に関する負担
の特例） 

  激甚法２章の措置が適用される激甚災害。ただし、当 
該施設に係る被害または当該事業量が軽微であると認め 
られる場合は除外 
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激甚法 22条（罹災者公営住宅建設事業に
対する補助の特例） 

  次のいずれかに該当する被害 
 （Ａ基準） 
   滅失住宅戸数＞被災地全域で 4,000戸 
 （Ｂ基準） 
 (1) 滅失住宅戸数＞被災地全域で 2,000戸 
  かつ、次のいずれかに該当するもの 
  １ 一市町村の区域内で 200戸以上 
  ２ その区域内の住宅戸数の 10％以上 
 (2) 滅失住宅戸数＞被災地全域で 1,200戸 
  かつ、次のいずれかに該当するもの 
  １ 一市町村の区域内で 400戸以上 
  ２ その区域内の住宅戸数の 20％以上 
  ただし、火災の場合の被災地全域の滅失戸数は、被害 
の実情に応じた特例的措置が講ぜられることがある。 

激甚法 24条（公共土木施設、農地及び農
業用施設等の小災害に係る地方債の元利
補給等） 

 １ 公共土木施設及び公立学校施設小災害に係る措置に 
ついては激甚法２章の措置が適用される災害 

 ２ 農地及び農業用施設等小災害に係る措置については 
激甚法５条の措置が適用される災害 

上記以外の措置    災害発生のつど被害の実情に応じ個別に考慮 
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２．局地激甚災害指定基準 
 
  災害を市町村段階の被害の規模でとらえ、その被害の深度の深い災害について、激甚災害と
して指定 する場合の指定基準（昭和 43年 11月 22日、中央防災会議決定指定基準） 
 

       局地激甚災害指定基準         適 用 す べ き 措 置                     

 （公共施設災害関係） 
(1) 当該市町村がその費用を負担する当
該災害に係る公共施設災害復旧事業等
（法第３条第１項第１号及び第３号か
ら第 14号までに掲げる事業をいう。）の
査定事業費の額が当該市町村の当該年
度の標準税収入の 50％を超える市町村
（当該査定事業費の額が 1,000万円未満
のものを除く。）が１以上ある災害。ただ
し、上記に該当する市町村ごとの当該査
定事業費の額を合算した額がおおむね
１億円未満である場合を除く。 

１ 激甚法３条１項各号に掲げる事業のうち、左の市
町村が当該災害によりその費用を負担するもの及
び激甚法４条５項に規定する地方公共団体以外の
者が設置した施設に係るものについて激甚法２章
の措置 

２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可された
公共土木施設及び公立学校施設小災害復旧事業費
に係る地方債について激甚法 24 条１項、３項およ
び４項の措置 

 （農地、農業用施設等災害関係） 
(2) 当該市町村の区域内における当該災
害に係る農地等の災害復旧事業（法第５
条第１項に規定する農地、農業用施設及
び林道の災害復旧事業をいう。）に要す
る経費の額が当該市町村に係る当該年
度の農業所得推定額の 10％を超える市
町村（当該経費の額が 1,000万円未満の
ものを除く。）が１以上ある災害。ただ
し、上記に該当する市町村ごとの当該経
費の額を合算した額 がおおむね 5,000
万円未満である場合を除く。 
 

１ 左の市町村の区域内で左の市町村等が施行する
当該災害復旧事業に係る激甚法５条、６条の措置 

２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可された
農地農業用施設及び林道の小災害復旧事業に係る
地方債について激甚法 24 条２項から第４項までの
措置 

 （林業災害関係） 
(3) 当該市町村の区域内における当該災害に
係る林業被害見込額（樹木に係るものに限
る。以下同じ。）が当該市町村に係る当該 
(3) 年度の生産林業所得（木材生産部門)推
定額の1.5倍を超え（当該林業被害見込額が
当該年度の全国生産林業所得（木材生産部 
門）推定額のおおむね0.05％未満のものを
除く。）、かつ、大火による災害にあっては、
その災害に係る要復旧見込面積が おおむ
ね300haを超える市町村、その他の災害に
あっては、その災害に係る要復旧見込面
積が当該市町村の民有林面積（人工に係
るものに限る。）のおおむね25％を超え
る市町村が１以上ある災害。 

 

左の市町村の区域内で左の市町村等が施行する森
林災害復旧事業に係る激甚法 11条の２の措置 
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 （中小企業施設災害関係） 
(4) 当該市町村の区域内における当該災
害に係る中小企業関係被害額が当該市
町村に係る当該年度の中小企業所得推
定額の 10％を超える市町村（当該被害額
が 1,000 万円未満のものを除く。）が１
以上ある災害。ただし、上記に該当する
市町村ごとの当該被害額を合算した額
がおおむね 5,000万円未満である場合を
除く。 
 

左の市町村の区域内で中小企業者が必要とする当
該災害復旧資金等に係る激甚法 12条、13条および 15
条の措置 
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資料７-８ 被害認定統一基準 
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資料７-９ 罹災証明書 

 


